
事 務 連 絡   

令和３年４月１日   

 

各都道府県河川関係所管課 

各都道府県財政担当課  

各都道府県市区町村担当課  御中 

各指定都市河川関係所管課 

各指定都市財政担当課  

 

国土交通省水管理・国土保全局治水課   
国土交通省水管理・国土保全局河川環境課流水管理室  
総 務 省 自 治 財 政 局 調 整 課   

       総 務 省 自 治 財 政 局 地 方 債 課   
 

緊急自然災害防止対策事業債における 

河川に係る事業の取扱いについて（周知） 

 

令和３年度地方債同意等基準（令和３年総務省告示第 147 号）等に定める緊

急自然災害防止対策事業債のうち、河川に係る事業（以下「本事業」という。）

については、国土交通省と総務省が協調し、下記のとおり取り扱うこととしてお

りますので、各地方公共団体におかれては、適切に対処されるようお願いします。 

 なお、各都道府県におかれては、本事務連絡の内容について、貴都道府県内の

市区町村（指定都市除く。）に対しても周知されるようお願いします。 

 

記 

 

１ 制度概要 

（１）対象施設 

護岸、堤防、排水機場、水門、樋門・樋管、ダム等の河川に係る施設及び 

河道 

（２）対象事業 

① 災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止することを目的として、地方 

公共団体が策定する緊急自然災害防止対策事業計画に基づき実施される地 

方単独事業（国庫補助の要件を満たさない事業を対象）。 

（国庫補助の要件を満たさない事業の例） 

ア 河川（ダムに関する事業を除く。）に関する事業 

○河川改修 

・ 防災・安全交付金の広域河川改修事業の対象工事とならない総事 
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業費 10億円未満の一級河川、二級河川に係る河川改修 

・ 防災・安全交付金の総合流域防災事業の対象工事とならない総事 

業費４億円未満の準用河川に係る河川改修 

○ 普通河川に係る河川改修 

○ 雨水貯留浸透施設の整備 

・ 防災・安全交付金の流域貯留浸透事業の対象工事とならない 

500㎥未満の容量の雨水貯留浸透施設の整備、3,000㎥未満の容量 

の溜め池の整備 

○ 二線堤の築造 

 ・ 洪水氾濫域減災対策協議会において策定した地域全体の減災計画

に位置付けのない二線堤の築造 

イ ダムに関する事業 

○ ダムに係る改良等 

・ 総事業費が概ね１０億円未満の洪水吐、ゲート等洪水放流設備及

び低水放流設備の改良又は新設、排砂バイパスの設置等による堆砂

対策、ダム本体付近の大規模な地山安定工事等、緊急性の高い施設

改良等 

・ 総事業費が概ね４億円未満のダム本体、放流設備及びこれに附属

する設備、ダム周辺設備（観測設備、通報設備、警報設備等）の改

良（ダム周辺設備の新設を含む）及び貯水池周辺（地すべり等）の

地山安定のための工事等 

・ 総事業費が概ね１．５億円未満のダム直下の河道改良工事等 

・ 総事業費が概ね１．５億円未満の貯砂ダム等の設置工事等 

② 災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止することを目的として、地方

公共団体が策定する緊急自然災害防止対策事業計画に基づき実施される地

方単独事業で流域治水プロジェクト又は流域治水計画（※）に位置づけられ

た以下の事業については、①に関わらず、国庫補助の要件を満たす事業も対

象とする。 

※  流域治水プロジェクトを現在策定中（令和３年度に策定予定）の水系にお

ける事業については、「流域治水プロジェクトの検討状況」、市区町村の事業

及び令和４年度以降も流域治水プロジェクトの策定が見込まれない水系に

おける事業については、流域の関係者との流域治水に係る協議状況を記載

した簡易な計画（「流域治水計画」）を作成することによって流域治水プロジ

ェクトの策定に代えることができるものとする。 

ア 河川（ダムに関する事業を除く。）に関する事業 

・ 流域に関する対策（例：防災・安全交付金の流域貯留浸透事業（雨水貯

留浸透施設・溜め池の整備等）、総合流域防災事業（二線堤・移動式排水

施設の整備等）等） 



・ 準用河川に係る河川改修 

・ 総合流域防災事業（情報基盤の整備） 

イ ダムに関する事業 

・ 総合流域防災事業（情報基盤の整備） 

（３）財政措置 

   充当率 100％、元利償還金に対する交付税措置率 70％ 

（４）事業期間 

令和３年度から令和７年度 

 

２ 緊急自然災害防止対策事業債における手続（別紙参照） 

（１）施設管理者は、緊急自然災害防止対策事業計画（本事業分）を、国土交通 

省に提出する（１（２）②については、流域治水プロジェクト又は流域治水

計画を添付）。 

（２）国土交通省は、当該年度の地方単独事業について、１（２）の対象事業に 

該当することを確認する。 

（３）国土交通省は、（２）の確認が完了したときは、施設管理者に連絡する。 

（４）施設管理者は、（３）の連絡を踏まえ、総務省へ事業に係る起債届出・ 

  協議等を行う（総務省においても１（２）の対象事業に該当することの確認 

を行う。）。 

（５）市区町村が実施する場合の（１）～（４）の手続については、都道府県を 

経由して行う。 

 

 

 

 

 

 

  

（お問合せ先） 

＜事業の実施に関すること＞ 

（河川に係る事業（ダム事業を除く） ） 

国土交通省水管理・国土保全局治水課  

課長補佐 内田、流域治水企画係長 片淵 

TEL:03-5253-8455（内線 35583） 

（ダム事業） 

国土交通省水管理・国土保全局河川環境課流水管理室 

課長補佐 小平、ダム管理係長 中久木 

TEL:03-5253-8449（内線 35492、35494） 

＜事業債の制度に関すること＞ 

総務省自治財政局地方債課 三井 

 TEL:03-5253-5629（直通） 



（別紙） 

 

緊急自然災害防止対策事業債における本事業の手続 

【都道府県・指定都市が施設管理者の場合】

【市区町村が施設管理者の場合】

（※）届出を含む

市区町村
〔河川担当部局〕

市区町村
〔財政担当部局〕

事業計画の提出②

連絡⑦

　　 連絡⑧事業説明①

起債手続⑨
都道府県

起債手続⑩（※）

総務省
〔市区町村担当部局〕 交付税基礎

数値報告

都道府県

事業計画提出④

確認⑤

連絡⑥

国土交通省
〔河川担当部局〕

 連絡調整③

総務省

国土交通省

事業説明① 　　 連絡⑤

事業計画提出②

確認③

連絡④

起債手続⑥（※）

交付税基礎
数値報告

都道府県
指定都市

〔財政担当部局〕

都道府県
指定都市

〔河川担当部局〕

 


